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１．研究課題、研究の背景と目的
　本研究では、地域で活動する、地域の居場所を見つける、
地域に溶け込むことで、自らの住居を超えて環境との関わ
りを持つことを「地域化」と定義し、人間と環境との関係
を明らかにするために「Ａ．人と環境の状況」「Ｂ．人と環
境の時間的・空間的移行」「Ｃ．人と環境の地域・文化との
関係」という視点でとらえ、多重な視点からとらえ直す事
を目的とする。
２．研究成果
「Ａ．人と環境の状況」
１）．「認定こども園」に関する保護者と教諭・保育士によ
る評価（2010，2011，2012）：「子どもの生活習慣等の獲得
場所」「子どもの生活時間」「園の実質的な機能」に関する
アンケートの回答を得た。保護者が家庭でしつけていると
感じているよりも、保育者は実際には園でその役割を担っ
ていると考えており、保護者と保育者の認知のズレが見ら
れた。保育園よりも幼稚園の保護者の方が家庭でしつけて
いると感じており、保育時間が長くなるほど、家庭に代わっ
て園が担う役割が大きくなっている。生活習慣を獲得する
場所として園か家庭かの認知は、子どもと家庭で一緒に過
ごす時間の長短ではなく、園種の影響を受けているという
ことがうかがえた。
２）．保育所・幼稚園への移行に伴う子育ての悩み・サポー
ト源の変容（2010，2011）：保育所・幼稚園に通う子どもの
保護者を対象とし、子育ての悩みやサポート源に関する質
問紙調査を行った。その結果、子育ての悩みは、多くの保
護者が抱えており、保育・教育施設への移行前後で子ども
の発達に伴い変容がみられた。移行に伴い変容した子育て
サポート源は、「施設で知り合った保護者の友人（ママ友）」
が最も多く挙げられ、子どもの「地域化」で生み出された
「ママ友」ネットワークが子育てのサポート源として機能し
ていることが示唆された。
３）．高層建築物内保育施設における避難（2012）：高層建
築物内の保育施設における避難訓練実態を調査する事で、
保育士および園児の避難能力として、避難準備時間、歩行
速度、避難方法等の現状を明らかにし、また現状の法規制
設置基準等を整理した。これを基礎資料として、高層建築
物内での避難施設の設置基準および避難安全計画を検討し、
ガイドラインを作成した。また、本成果を、日本建築学会
の特別委員会へ提供することで、国内の高層保育所設置基
準ガイドラインを作成する方向へ進めている。
４）．被災地におけるこども施設の地域化（2012）：外部者
の支援によってできた子どもを預かる機能（保育所、学童
保育所）をもった施設が、運営面、活動面で地域環境に浸
透していく過程を追った。
「Ｂ．人と環境の時間的・空間的移行」
５）．沖縄離島における子どもの行動圏と親の見守り
（2010，2011）：津波警報発令下における親子関係：東北地
方太平洋沖地震による津波警報に対し、沖縄離島（多良間
島）の子どもとその親たちがどのように対応したかを質問
紙により調べた。親のうち多良間島以外の出身者は島出身
者に比べて、津波について村内放送やインターネットで知
ることが有意に多く、また子どもに対して海に近づかない
ようにという注意をすることが多かった。それに対し島出
身の親は鷹揚な対応をしており、親の配慮が子どもの生活
の地域化を枠づけるとともに、物理的環境は同じでも親の
心理的対応が違えば地域における子どもの行動は異なるこ
とが示唆された。
６）．離島における地域のなかの子ども：場面移行と活動性
の変化（2012）：子どもと地域の関わりを知る切り口として
場面移行に注目し、保育園児における降園と小学生におけ
る下校時の行動を、活動量や空間移動の日内変動とともに
検討した。先島諸島の保育園児、東京都新宿区・埼玉県所
沢市の保育園児、および多良間島の小学生について、降園・
下校から１時間半以上の行動観察、活動量の日内変動や島
内の位置移動の測定を行った。結果として、降園観察にお
いては、都会に比べて離島の園児たちが家庭以外の場で地
域の中で他者と豊かな接触をしており、アロマザリングの
傾向が顕著であった。一方小学校からの下校時においては、
もはや親や他の大人との接触は皆無に近くなっていたが、
友だち仲間は依然として重要で、事実上接触のほとんどを
占めていた。その友だち関係の基盤として、地域の図書館
が重要な機能を果たしていた。
７）．高齢期の社会的交流に関する住意識調査（2012）:首
都圏居住の50歳代以上を対象に、将来単身高齢者になった
場合の地域社会との関わり方を中心とした意識調査を実施
した。高齢期の社会的交流に対するニーズをタイプ分類し
た上で、その多様性に対応するために「調整領域」という
新たな概念を多世代共同住宅の設計などの場面で取り入れ
ることを提案した。また、東日本大震災後に実施した２回
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目の調査では、挨拶程度の軽い交流や自治会など公的な交
流へのニーズは微増し、密な交流へのニーズはむしろ低下
した。この変化の意味するところについてはさらなる検討
が必要である。
８）．団地集会所を中心としたコミュニティ形成（2012）：
ひばりが丘団地での調査から、集会所は既存のコミュニ
ティを深めるだけではなく、自治体が集会所で企画するイ
ベントやプログラムをきっかけとして、会話等で話題に
なったそれぞれのテーマに応じた自主的な団体が多様に生
まれていた。それらは人・場所・時間に相違・共通点があ
り、活動を通じて様々なつながりが生まれていることがわ
かった。
「Ｃ．人と環境の地域・文化との関係」
９）．仕事や勉強を目的としたカフェ利用の実態調査
（2010，2011）：サードプレイスとしてのカフェの用途に着
目し、仕事や勉強を目的としたカフェ利用の実態を把握す
る。調査は、東京都都心部周辺のチェーン系カフェ８店舗
（13フロア）を対象とした「行動観察調査」を行った。結果、
立地環境・店舗内位置・インテリア、３要素とも利用客の
行動に影響を与えていることが明らかとなった。また、サー
ドプレイス利用では適した立地環境・店舗内位置・インテ
リアが異なる、立地環境が異なると利用客層および利用方
法のニーズも異なることが分かった。
10）．団地集会室を通じたコミュニティ（2010，2011）：ひ
ばりが丘団地での調査から、自治体が企画するプログラム
をきっかけとして自主団体へと移行していること、自治会
主催の祭りを通じて団体が出来上がることなどが明らかに
なっている。
11）．地下歩行空間の空間構成要素が安らぎ感に与える影響
（2012）：全国5都市350ヶ所の地下歩行空間における実地調
査を行い、その３Ｄ映像を刺激とした印象評価実験を行っ
た。結果として光やデザイン、空間の広がりなどの空間の
構成要素が、安心感、及び圧迫感や閉鎖感など心理面に与
えること、自然光と吹き抜け空間が、地下歩行空間での安
らぎ感の向上に与える効果について明らかにした。
12）．道環境における子どもの社会性と環境要素（2012）：
小学生にとって道における環境の手がかりは、物理的な環
境だけではなく、そこに居る人やその人との交流経験場面
をセットにしていた。生活環境の地域化は、物理的環境を
把握するだけではなく、経験される場面を創出することと
関係している。
13）．冒険あそび場における地域コミュニティ（2010，2011）：
常設開催と定期開催の調査から、定期では道具で遊びを誘
う「客体性」があった。なじみをつくりつつ、常設にむけ
て参加者の「主体性」を育むこと、参加から参画する変化
が明らかになった。
14）．都市生活者の視点による地域の魅力・価値に関する研
究（2010，2011，2012）：首都圏マンション居住者を対象と
したアンケート調査を実施した。住居・地域属性や一般的
な環境評価項目、および昨年度の関連研究で提案された「都
市に求められる５つの場」が居住者のQOLに与える影響を
重回帰分析により検討・把握した。また、住居・地域属性
別にコミュニティに関する意識・行動を検討した結果、都
心居住者・高層マンション居住者のコミュニティ意識が特
に希薄ということはないこと、しかし実際の交流や活動は
活発ではないことが把握され、意識と実態を峻別した議論
が必要であることが示唆された。
15）．都市でのオシャレ・ダサイを感じさせる環境（2010，
2011）：寺社・工場・看板標識はダサイのみにあげられた。
色・清潔感はダサイ要素になりやすいことがわかった。ビ
ルテナントではなく、独立店舗の方がオシャレに感じやす
いことなどがわかった。
16）．革新指向性と組織における適応（2012）：社会経済情
勢に対する認知と革新指向性、精神的健康（自尊心、職場
ストレス）との関連を、愛知県と石川県の中小企業を対象
に質問紙調査を行って比較した。この結果、革新指向性の
高さ自体には地域間差がみられず、石川県の方が経済情勢
がより悪いと認知されているにもかかわらず、愛知県では
少子高齢化や景気の低迷のような側面で社会経済の衰退を
認知するほど革新指向性が高まるという結果が得られた。
　さらに、愛知県においてのみ革新指向性が自尊心の高揚
につながっていた。
17）．防災啓発における情報提示の効果（2012）：防災分野
では防災意識＝危機意識、切迫感と解釈され、危機感を煽
る恐怖アピールに頼った「防災啓発事業」が横行している。
そこで恐怖アピールの効果と弊害を把握することを目的と
した小規模な実験的調査を行った。その結果、望ましい態
度（対策や参加意向）に対して、恐怖感が情報信頼度・関
心を高めることによる正の影響と、愛着低下による負の影
響があるが、全体的には負の影響が大きいことが分かった。
また、愛着低下はそれ自体が弊害であり、恐怖アピールに
頼った啓発はすべきでないとの結論を得た。
３．まとめ
　人と環境の関係を心理学、建築学の様々な方向、対象か
らとらえ「地域化」のもつ問題、現象、意味をを横断的、縦
断的に整理した。
